
 

（様式１－３） 

普代村復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成 24 年 8 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 1 事業名 共同利用施設復興整備事業 事業番号 C-7-1 

交付団体 普代村 事業実施主体（直接/間接） 普代村 

総交付対象事業費 10,000（千円） 全体事業費 1,329,215（千円） 

事業概要 

 本格的な水産業の復興に向け、水産業共同利用施設等の整備を進める。 

村の公募により支援対象を選定し整備を行う。（公募予定施設数 ４施設） 

なお、当該事業は「普代村災害復興計画」Ｐ１３に以下のとおり記載されているところ。 

【復興に向けての施策】 

③各種支援策の推進による水産加工業者の再建 

 ≫水産加工業、流通・販売業等の経営再建支援 

 

当面の事業概要 

＜平成 24 年度＞ 

 水産物加工処理施設の整備 

 水産加工処理施設整備（設計監理費 6,000 千円 工事費 110,215 千円） 

 水産加工処理施設整備事業補助金 900,000 千円 

 指導監督経費 10,000 千円 

 

東日本大震災の被害との関係 

東日本大震災により壊滅的な被害を受けた漁業者、法人に対して、本格的な水産業復興に向け整備する

水産業共同利用施設に対して支援を行う。 

【参考】 

震災前の水産加工業者の施設数は４施設ありましたが、震災により全施設全壊、流失。内１施設は他の

事業により現在復旧中。 

 

 

関連する災害復旧事業の概要 

 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 



 

普代村復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成 24 年 8 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 4 事業名 漁港施設機能強化事業 事業番号 C-6-1 

交付団体 岩手県 事業実施主体（直接/間接） 普代村 

総交付対象事業費 100,000（千円） 全体事業費 320,000（千円） 

事業概要 

 白井・沢漁港へ消波ブロックの整備等を行う。 

【沢漁港について】 

震災により防波堤そのものに沈下は見られるものの３０ｃｍ程度であり、災害復旧事業の対象となるほ

どの被害は認められていない。しかし、海底地盤が総じて沈下しており、この結果、防波堤に来襲する波

高が変化していることが判明。（漁港に来襲する波は、水深が浅くなる過程で砕波し、その砕波地点付近で

は波高が大きく増加することになる。北防波堤付近は、震災による海底地盤の沈下から砕波地点に合致す

ることが判明。）これにより、漁港の北防波堤への来襲波高が 1割増加することになり、構造安定性が確保

できない状況である。このため、消波ブロックを防波堤全面に設置し、施設の安定性を確保するものであ

る。 

（当初、25～26 年度に事業実施を予定していた、沢漁港について上記震災に起因する被害が発生してい

ることから、早期の復旧・復興が求められており、前倒しして整備することにする。） 

 

なお、当該事業は「普代村災害復興計画」Ｐ２６に以下のとおり記載されている。 

【復興に向けての施策】 

① 漁港、荷さばき施設等の水産業基盤の早期復旧 

 ≫県漁港の復旧、村漁港の復旧、漁港関連施設等の復旧 

当面の事業概要 

＜平成 24 年度＞ 

 ・白井漁港  北沖防波堤への消波ブロック整備  

・沢漁港   北防波堤への消波ブロック整備  

東日本大震災の被害との関係 

東日本大震災（津波）により被災した漁港の、地震・津波に対する機能強化のための整備を実施する。 

 

関連する災害復旧事業の概要 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 


